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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原子炉の炉心を内包する原子炉圧力容器と、
　前記原子炉圧力容器を支持する筒状のペデスタルと、
　前記ペデスタルの内側において、前記原子炉圧力容器と床面との間の空間に敷設され、
冷却水が流される伝熱管群と、を備える原子炉格納容器であって、
　前記原子炉格納容器よりも上方に設けられた冷却水槽と、
　前記冷却水槽と前記伝熱管群との間で前記冷却水を循環させる循環配管と、を付随して
さらに備え、
　前記伝熱管群は、
　平面視で前記ペデスタルの内側の空間を覆うように配列した複数の横管と、
　前記ペデスタルの内壁面を覆うように鉛直方向を向いて配列した複数の縦管と、を有し
、
　前記冷却水槽は、前記循環配管である往配管を介して前記横管の一端と連通しており、
　前記横管の他端は、前記縦管の一端と連通しており、
　前記縦管の他端は、前記循環配管である還配管を介して前記冷却水槽と連通しており、
　前記縦管は、前記原子炉圧力容器の下端よりも上方まで前記内壁面を覆っている原子炉
格納容器。
【請求項２】
　請求項１に記載の原子炉格納容器において、
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　前記原子炉圧力容器と前記床面との間の空間に床状の構造材を備え、
　前記横管は、前記構造材上に配列しており、
　前記縦管は、前記横管よりも上方に配列している原子炉格納容器。
【請求項３】
　請求項１に記載の原子炉格納容器において、
　前記横管は、前記床面上に配列しており、
　前記縦管は、前記横管よりも上方に配列している原子炉格納容器。
【請求項４】
　請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の原子炉格納容器において、
　前記横管は、前記縦管に連通しており、前記縦管の側に向かうにつれて、高さが高くな
る方向に傾斜している原子炉格納容器。
【請求項５】
　請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の原子炉格納容器において、
　前記循環配管は、前記冷却水槽と前記複数の横管で構成される横管群との間を前記横管
群が敷設された高さよりも低い高さを経由して接続する原子炉格納容器。
【請求項６】
　請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の原子炉格納容器において、
　前記循環配管は、前記冷却水からの放熱を促進する放熱フィンを備える原子炉格納容器
。
【請求項７】
　請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の原子炉格納容器において、
　前記循環配管は、前記冷却水槽と前記伝熱管群との間を隔離する常閉型の隔離弁を備え
る原子炉格納容器。
【請求項８】
　請求項７に記載の原子炉格納容器において、
　前記冷却水中の放射性物質を検知する放射線センサを備え、
　開弁状態とされている前記隔離弁が、前記冷却水中に放射性物質の漏洩が検知されたと
き、閉弁状態に制御される原子炉格納容器。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、原子炉圧力容器から落下した炉心溶融物を、保持、冷却する機能を備えた原
子炉格納容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　原子力プラントにおいて、燃料集合体が装荷される原子炉の炉心は、密閉構造の原子炉
圧力容器に内包され、原子炉圧力容器は、密閉構造の原子炉格納容器の内部に設置される
。原子炉圧力容器は、再循環系等と共に冷却材圧力バウンダリを構成し、その外が原子炉
格納容器等によって構成される格納容器バウンダリで囲まれる。原則として、格納容器バ
ウンダリが、放射性物質の漏洩に対する最外の障壁として位置付けられる。
【０００３】
　原子炉格納容器は、鉄筋コンクリートや鋼板で作られている。原子炉格納容器は、底部
にコンクリート製のベースマットが敷かれて設けられている。原子炉格納容器の内部にお
いて、原子炉圧力容器は、ドライウェルの床面に設けられたペデスタルに支持される。ペ
デスタルは、コンクリート製で円筒状であり、ペデスタルの開口上に原子炉圧力容器の下
部が固定される。
【０００４】
　原子力プラントは、地震、風水害、火災等で外部電源が喪失した場合にも、非常用炉心
冷却装置の稼働により冷却水を給水し続けて炉心の溶融を防止する機能を備えている。し
かし、非常用炉心冷却装置が機能せず、炉心が溶融するような過酷事故が発生する可能性
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を想定して、より高度な保安機能を備えることが要求されている。
【０００５】
　冷却材喪失事故等の過酷事故時には、原子炉圧力容器の底部に炉心溶融物が堆積し、底
部が熱や内圧で破損する事態が想定される。原子炉圧力容器の底部が破損すると、炉心溶
融物がドライウェルの床面に落下し、コンクリート造の格納容器床を侵食して、格納容器
バウンダリの健全性を損なう可能性がある。
【０００６】
　非特許文献１には、原子炉圧力容器が破損した場合の燃料デブリの状態を示す実例が開
示されている。冷却材喪失事故の後、炉心溶融物が構造材等と混ざって凝固した燃料デブ
リが、制御棒駆動機構（Control Rod Drive：ＣＲＤ）の整備に利用されるプラットフォ
ーム上に落下したことが確認されている。また、炉心溶融物が、グレーチングに脱落や変
形を生じさせながらプラットフォームを通過し、格納容器床に落下した痕跡が観測されて
いる。
【０００７】
　従来、原子炉にコアキャッチャの機能を具備させて、炉心溶融物の落下時にも格納容器
バウンダリの健全性を保持するための技術が検討されている。例えば特許文献１には、ペ
デスタルの内壁等や、原子炉格納容器床等に、耐熱材を布設する技術が記載されている。
また、特許文献２には、格納容器床に冷却水チャンネルを有する炉心溶融物保持装置を設
ける技術が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平５－５７９５号公報
【特許文献２】特開２０１６－１９７０５１号公報
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】東京電力ホールディングス株式会社，“２号機原子炉格納容器内部調査
について”，技術研究組合　国際廃炉研究開発機構（ＩＲＩＤ），２０１７年２月２３日
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　特許文献１に記載された技術によると、炉心溶融物が原子炉圧力容器から落下した直後
には、耐熱材によってペデスタル、格納容器床等が保護される。しかし、耐熱材自体には
冷却機能が無いため、堆積した燃料デブリの温度が崩壊熱によって上昇してコンクリート
の分解温度を超える可能性がある。このような高温の熱が耐熱材を介して伝わると、ペデ
スタル、格納容器床等がコンクリートの過熱により損傷する。そのため、格納容器バウン
ダリの健全性や、原子炉圧力容器を支えるペデスタルの支持能力が損なわれる虞がある。
【００１１】
　また、特許文献２に記載された技術によると、炉心溶融物保持装置上に堆積した燃料デ
ブリは、冷却水チャンネルを流れる冷却水との熱交換や、冷却水チャンネルからの放水に
より冷却される。しかし、堆積した燃料デブリは、十分に冷却されるまでに、ペデスタル
の内壁面を輻射により加熱し続ける可能性がある。このような場合にも、輻射熱によるコ
ンクリートの過熱により、原子炉圧力容器を支えるペデスタルの支持能力が損なわれる虞
がある。
【００１２】
　そこで、本発明は、原子炉圧力容器から落下した炉心溶融物によるペデスタル周辺の過
熱が防止される原子炉格納容器を提供することを目的とする。
【００１３】
　前記課題を解決するために本発明に係る原子炉格納容器は、原子炉の炉心を内包する原
子炉圧力容器と、前記原子炉圧力容器を支持する筒状のペデスタルと、前記ペデスタルの
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内側において、前記原子炉圧力容器と床面との間の空間に敷設され、冷却水が流される伝
熱管群と、前記原子炉格納容器よりも上方に設けられた冷却水槽と、前記冷却水槽と前記
伝熱管群との間で前記冷却水を循環させる循環配管と、を備え、前記伝熱管群は、平面視
で前記ペデスタルの内側の空間を覆うように配列した複数の横管と、前記ペデスタルの内
壁面を覆うように鉛直方向を向いて配列した複数の縦管と、を有し、前記冷却水槽は、前
記循環配管である往配管を介して前記横管の一端と連通しており、前記横管の他端は、前
記縦管の一端と連通しており、前記縦管の他端は、前記循環配管である還配管を介して前
記冷却水槽と連通しており、前記縦管は、前記原子炉圧力容器の下端よりも上方まで前記
内壁面を覆っている。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明に係る原子炉格納容器によると、原子炉圧力容器から落下した炉心溶融物による
ペデスタル周辺の過熱が防止される。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の一実施形態に係る原子炉格納容器を備えた原子力プラントの構成を示す
縦断面図である。
【図２】伝熱管群の敷設状態を示すペデスタル周辺の縦断面図である。
【図３】伝熱管群の敷設状態を示すペデスタル周辺の横断面図である。
【図４】伝熱管群の形態の第１変形例を示す横管の断面図である。
【図５】伝熱管群の形態の第１変形例を示す縦管の断面図である。
【図６】伝熱管群の形態の第２変形例を示す横管の断面図である。
【図７】伝熱管群の形態の第２変形例を示す縦管の断面図である。
【図８】伝熱管群の形態の第３変形例を示す横管の断面図である。
【図９】伝熱管群の形態の第３変形例を示す縦管の断面図である。
【図１０】伝熱管群の形態の第４変形例を示す横管の断面図である。
【図１１】伝熱管群の形態の第４変形例を示す縦管の断面図である。
【図１２】伝熱管群の形態の第４変形例の敷設状態を示すペデスタル周辺の横断面図であ
る。
【図１３】循環配管の形態の他例を示すペデスタル周辺の縦断面図である。
【図１４】伝熱管群の敷設状態の第１変形例を示すペデスタル周辺の縦断面図である。
【図１５】伝熱管群の敷設状態の第２変形例を示すペデスタル周辺の縦断面図である。
【図１６】原子炉格納容器を備えた原子力プラントの構成の第１変形例を示す縦断面図で
ある。
【図１７】原子炉格納容器を備えた原子力プラントの構成の第２変形例を示す縦断面図で
ある。
【図１８】原子炉格納容器を備えた原子力プラントの構成の第３変形例を示す縦断面図で
ある。
【図１９】構造材を挟んで冷却水と燃料デブリとの間に形成される温度プロファイルを説
明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明に係る原子炉格納容器は、沸騰水型原子炉（Boiling Water Reactor：ＢＷＲ）
、改良型沸騰水型原子炉（Advanced Boiling Water Reactor：ＡＢＷＲ）、加圧水型原子
炉（Pressurized Water Reactor：ＰＷＲ）等の軽水炉や、高速増殖炉（Fast Breeder Re
actor：ＦＢＲ）等の高速炉（Fast Reactor：ＦＲ）や、新型転換炉（Advanced Thermal 
Reactor：ＡＴＲ）等の各種の原子炉に適用することができる。
【００１７】
　以下、本発明の一実施形態に係る原子炉格納容器について、ＡＢＷＲに適用する場合を
例にとって、図を参照しながら説明する。なお、以下の各図において共通する構成につい
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ては同一の符号を付して重複した説明を省略する。
【００１８】
　図１は、本発明の一実施形態に係る原子炉格納容器を備えた原子力プラントの概略構成
を示す縦断面図である。
　図１に示すように、本実施形態に係る原子炉格納容器４１は、改良型沸騰水型の原子力
プラント４０の原子炉建屋４２の内部に備えられている。原子炉格納容器４１は、原子炉
圧力容器１と、ペデスタル６２と、伝熱管群３と、を備えている。また、冷却水槽６と、
循環配管（往配管７，還配管８）と、を原子炉格納容器４１の外部、且つ、原子炉建屋４
２の内部に、付随して備えている。
【００１９】
　原子炉格納容器４１は、鉄筋コンクリートにより原子炉建屋４２と一体的に設けられて
いる。原子炉建屋４２には、原子炉格納容器４１の直上の運転床６７に、放射線を遮蔽す
るシールドプラグ４７が配置されている。また、原子炉格納容器４１よりも上方に、ドラ
イヤ・セパレータプール６５や、使用済燃料プール６６が設けられている。ドライヤ・セ
パレータプール６５は、定期検査時に蒸気乾燥器や気水分離器を仮置きする場所として使
われる。使用済燃料プール６６は、使用済燃料を冷却しながら一時的に保管する場所であ
る。
【００２０】
　原子炉格納容器４１は、格納容器上蓋４３が上端部に取り付けられて密封される。原子
炉格納容器４１の内部には、炉心５０を内包する原子炉圧力容器１が格納されている。炉
心５０は、炉心シュラウドに囲まれ、燃料棒を配列させた燃料集合体が装荷される。原子
炉圧力容器１は、上部に、蒸気乾燥器や気水分離器、下部に制御棒、ジェットポンプ等の
不図示の炉内機器を備える。
【００２１】
　原子炉圧力容器１には、主蒸気隔離弁５２を介して主蒸気管５１が接続されている。炉
心５０で発生した蒸気は、主蒸気管５１を通じて不図示のタービン建屋に送られ、蒸気タ
ービンによる発電に用いられる。原子炉格納容器４１には、ドライウェル４４とウェット
ウェル（圧力抑制室）４５が内包されている。ウェットウェル４５は、冷却材喪失事故時
、ベント管４６を通じてドライウェル４４から導かれる蒸気を凝縮する。
【００２２】
　原子炉圧力容器１は、円筒状のペデスタル６２に支持されている。ペデスタル６２は、
ドライウェル４４の床面を構成している格納容器床２に設けられている。ペデスタル６２
は、鉄筋コンクリートや鋼板により形成されており、原子炉圧力容器１の下部が、ペデス
タル６２の開口上に固定されている。原子炉圧力容器１には、格納容器床２に臨む下部ヘ
ッドに、核分裂反応を制御するための制御棒駆動機構５９が取り付けられている。
【００２３】
　ペデスタル６２の内側において、制御棒駆動機構５９と格納容器床２との間の空間には
、所定の高さに、制御棒駆動機構５９の整備等を行うためのプラットフォーム５が設けら
れている。プラットフォーム５は、床状の構造材であり、グレーチング等によって構成さ
れている。プラットフォーム５には、アクセス４８が通じており、整備者が進入及び退出
可能とされている。
【００２４】
　図１に示すように、本実施形態に係る原子炉格納容器４１は、冷却水が流される伝熱管
群（３，４）を備えている。伝熱管群（３，４）は、コアキャッチャとしての機能を有し
、複数の伝熱管が並列して構成されている。伝熱管群（３，４）は、ペデスタル６２の内
側において、原子炉圧力容器１の下部ヘッドと格納容器床（床面）２との間の空間に敷設
されている。伝熱管群（３，４）は、原子炉格納容器４１の外部に設けられた冷却水槽６
と循環配管（７，８）を介して連通している。伝熱管群（３，４）は、例えば、ステンレ
ス鋼により設けられる。
【００２５】
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　冷却水槽６は、原子炉建屋４２の内部に、ドライヤ・セパレータプール６５等に近接し
て設置されており、原子炉格納容器４１よりも上方に設けられている。冷却水槽６は、原
子炉格納容器４１本体の上部側方に位置している。冷却水槽６には、循環配管（７，８）
として、冷却水を冷却水槽６から伝熱管群３に送る往配管７と、冷却水を伝熱管群３から
冷却水槽６に戻す還配管８が接続している。また、冷却水槽６には、冷却水を原子炉建屋
４２の外部から給水するための給水管９と、冷却水中の気体を抜くための通気管１０が接
続している。
【００２６】
　往配管７及び還配管８は、それぞれ、冷却水槽６の槽内の冷却水に浸漬される下部と伝
熱管群（３，４）との間を連通している。冷却水槽６の内部において、往配管７の末端は
、還配管８の末端よりも低い高さに開口している。冷却水は、冷却水槽６の内部に還配管
８の末端よりも高い水位となるまで給水され、冷却材喪失事故等の過酷事故時には、伝熱
管群（３，４）に流される。
【００２７】
　給水管９は、逆止弁１１を介して冷却水槽６に接続されており、冷却水槽６の内部と不
図示の冷却水供給源との間を連通している。冷却水供給源としては、例えば、復水補給水
系の水貯蔵タンク、消火系等を通じた注水に用いる外部水源等が利用される。
【００２８】
　通気管１０は、冷却水槽６の内部の圧力を、冷却水供給源の雰囲気圧力に均圧化させる
。通気管１０は、例えば、復水補給水系の水貯蔵タンク、主蒸気管５１の下流のタービン
系、蒸気発生器や冷却材配管等で構成される一次冷却系、フィルタ装置等で構成されるフ
ィルターベント系等に接続される。
【００２９】
　図２は、伝熱管群の敷設状態を示すペデスタル周辺の縦断面図である。また、図３は、
伝熱管群の敷設状態を示すペデスタル周辺の横断面図である。なお、図３は、図２のＩ－
Ｉ線断面図である。
　図２及び図３に示すように、伝熱管群（３，４）は、平面視でペデスタル６２の内側の
空間を覆うように配列した複数の横管３と、ペデスタル６２の内壁面を覆うように鉛直方
向を向いて配列した複数の縦管４と、を有している。伝熱管群（３，４）を構成する横管
３及び縦管４のうち、横管３は、プラットフォーム５（床状の構造材）上に配列している
。
【００３０】
　図２に示すように、往配管７は、プラットフォーム５の高さまで冷却水槽６から下方に
延びている。そして、プラットフォーム５の高さでペデスタル６２を貫通し、下部ヘッダ
１３に接続している。
【００３１】
　下部ヘッダ１３は、プラットフォーム５上に設置されている、下部ヘッダ１３は、ペデ
スタル６２の内側の空間を横断して直径線上に冷却水の管路を形成している。なお、下部
ヘッダ１３は、プラットフォーム５上に直接載置してもよいし、支持具１７を介してプラ
ットフォーム５上に間隙を設けて設置してもよい。
【００３２】
　横管３を構成する伝熱管は、それぞれの一端が下部ヘッダ１３に連通している。横管３
は、下部ヘッダ１３から水平方向の両側に向けて敷設されており、ペデスタル６２の内側
のプラットフォーム５が広く覆われるように所定の間隔で配列している。横管３は、水平
面上で対向するペデスタル６２の内壁面付近まで敷設されており、それぞれの他端から縦
管４が鉛直方向に立ち上がっている。
【００３３】
　縦管４を構成する伝熱管は、それぞれの一端が横管３と連通しており、他端が上部ヘッ
ダ１４に連通している。縦管４は、横管３と上部ヘッダ１４とを鉛直方向に連結しており
、ペデスタル６２の内壁面が広く覆われるように鉛直方向を向いて所定の間隔で配列して



(7) JP 6924656 B2 2021.8.25

10

20

30

40

50

いる。
【００３４】
　上部ヘッダ１４は、原子炉圧力容器１を支持する支持部４９の近傍の高さに設置されて
いる。支持部４９は、ペデスタル６２の開口内に設けられている。上部ヘッダ１４は、ペ
デスタル６２の内壁面に沿って原子炉圧力容器１の下部ヘッドを囲んでおり、平面視で円
環状の管路を形成している。
【００３５】
　還配管８は、上部ヘッダ１４に接続しており、ペデスタル６２を貫通して、原子炉格納
容器４１よりも上方に設けられた冷却水槽６に接続している。
【００３６】
　図３に示すように、下部ヘッダ１３は、ペデスタル６２の内壁面近傍の両側に、分岐ヘ
ッダ１３ａ，１３ｂを有している。分岐ヘッダ１３ａ，１３ｂは、下部ヘッダ１３からペ
デスタル６２の周方向の両側に向けて分岐している。分岐ヘッダ１３ａ，１３ｂは、円弧
状に設けられており、横断面視でペデスタル６２の内壁面に沿う円弧状の管路を形成して
いる。
【００３７】
　分岐ヘッダ１３ａ，１３ｂからは、横管３と同様、ペデスタル６２の内壁面を覆うよう
に鉛直方向を向いて並列した複数の縦管４が立ち上がっている。横管３は、ペデスタル６
２の内側の空間を横断している下部ヘッダ１３に対して略直角に接続している（図３参照
）。そのため、ペデスタル６２の内壁面近傍の両側では、縦管４の分布が疎となる。しか
し、分岐ヘッダ１３ａ，１３ｂを設けて鉛直方向に縦管４を立ち上げることにより、図３
に示すように、縦管４の分布を密にすることができる。
【００３８】
　伝熱管群（３，４）、冷却水槽６及び循環配管（７，８）で構成される循環系統には、
冷却材喪失事故等の過酷事故に備えて冷却水が満たされる。過酷事故時、原子炉圧力容器
１から炉心溶融物２０が落下すると、炉心溶融物２０からの伝熱や輻射によって冷却水が
加熱され、局所的な密度の低下や蒸気が生じる。その結果、浮力が発生して、伝熱管群（
３，４）の内部の冷却水が、還配管８を上昇する。一方、冷却水槽６の側に満たされてい
る低温の冷却水は、往配管７を下降する。このように、循環系統が備えられることにより
、冷却水の自然循環を利用して、炉心溶融物２０やペデスタル６２の周辺を除熱すること
ができる。
【００３９】
　図１に示すように、伝熱管群（３，４）の内部の冷却水は、還配管８を上昇した後、冷
却水槽６の内部に流出する。冷却水中に生じている蒸気は、冷却水槽６の内部で十分に凝
縮し、凝縮しきれなかった残部は、通気管１０を通じて外部に放出される。一方、蒸発に
より減少する冷却水は、給水管９を通じて補給される。冷却水の補給は、例えば、冷却水
槽６に設置した水位センサ、定水位弁等により自動で行ってもよいし、必要時に手動で行
ってもよい。
【００４０】
　横管３は、平面視でペデスタル６２の内側の空間を覆うように配列していることにより
、原子炉圧力容器１から落下する炉心溶融物を受けるコアキャッチャとして働く。冷却材
喪失事故等の過酷事故時、炉心５０が溶融して原子炉圧力容器１が破損すると、燃料デブ
リが格納容器床２に堆積し、格納容器バウンダリの健全性が損なわれる可能性がある。こ
れに対し、横管３を備えていると、炉心溶融物を横管３上に受け止めて、冷却水で除熱す
ることができる。すなわち、炉心溶融物を凝固させて格納容器床２への落下を阻止するこ
とができる。また、ペデスタル６２、格納容器床２等のコンクリートの過熱による損傷や
、炉心溶融物の再臨界を防止することができる。
【００４１】
　また、縦管４は、ペデスタル６２の内壁面を覆うように鉛直方向を向いて配列している
ことにより、原子炉圧力容器１から落下した炉心溶融物によるペデスタル６２の損傷を防
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止する遮蔽体として働く。冷却材喪失事故等の過酷事故時、原子炉圧力容器１から落下し
た炉心溶融物は、十分に冷却されるまでに、ペデスタル６２の内壁面を輻射により加熱し
続ける可能性がある。これに対し、縦管４を備えていると、ペデスタル６２の内壁面に向
かう輻射を遮蔽し、輻射熱を冷却水で除熱することができる。また、炉心溶融物とペデス
タル６２との接触や、ペデスタル６２の放射化を防ぐことができる。
【００４２】
　なお、伝熱管群（３，４）は、下部ヘッダ１３や上部ヘッダ１４に支持させてもよいし
、プラットフォーム５やペデスタル６２に直接に支持させてもよい。例えば、プラットフ
ォーム５を構成しているグレーチングや支持桁に、伝熱管群（３，４）や下部ヘッダ１３
を固定したり、ペデスタル６２の内壁面に、伝熱管群（３，４）や下部ヘッダ１３や上部
ヘッダ１４を固定したりすることができる。伝熱管群（３，４）を、床状の構造材である
プラットフォーム５上に配列させると、炉心溶融物の重量や落下荷重に耐える強度が容易
に得られる。
【００４３】
　このように本実施形態に係る原子炉格納容器４１によると、伝熱管群（３，４）が備え
られているため、原子炉圧力容器から落下した炉心溶融物によるペデスタル周辺の過熱を
防止することができる。ペデスタル６２のコンクリートの過熱による損傷が防止されると
、原子炉圧力容器１を支える支持能力も保たれるため、原子炉圧力容器１の倒壊による放
射性物質の漏洩等も防止される。また、炉心溶融物や燃料デブリによる熱負荷を伝熱管群
（３，４）で負担し、荷重を伝熱管群（３，４）とプラットフォーム５等の構造材に分散
できるため、原子炉格納容器４１やその内部構造の損傷を防止することができる。よって
、放射性物質を格納容器バウンダリの内側に保持して外部へ漏洩させない性能を有する安
全性が高い原子力プラントを提供することができる。
【００４４】
　図４は、伝熱管群の形態の第１変形例を示す横管の断面図、図５は、伝熱管群の形態の
第１変形例を示す縦管の断面図である。また、図６は、伝熱管群の形態の第２変形例を示
す横管の断面図、図７は、伝熱管群の形態の第２変形例を示す縦管の断面図である。また
、図８は、伝熱管群の形態の第３変形例を示す横管の断面図、図９は、伝熱管群の形態の
第３変形例を示す縦管の断面図である。また、図１０は、伝熱管群の形態の第４変形例を
示す横管の断面図、図１１は、伝熱管群の形態の第４変形例を示す縦管の断面図、図１２
は、伝熱管群の形態の第４変形例の敷設状態を示すペデスタル周辺の横断面図である。
【００４５】
　図４及び図５に示すように、伝熱管群（３，４）を構成する横管３及び縦管４は、密接
して並列した伝熱管が側面同士で接合されている形態としてもよい。このような形態は、
伝熱管の側面を溶接、ろう付け等で接合させて作製することができる。
【００４６】
　図４に示すように、横管３同士を密接させることにより、炉心溶融物２０がプラットフ
ォーム５の下方に落下するのを確実に防止することができる。また、図５に示すように、
縦管４同士を密接させることにより、炉心溶融物２０がペデスタル６２の内壁面に接触し
たり、炉心溶融物２０からの輻射が直接的にペデスタル６２の内壁面に到達したりするの
を防止することができる。
【００４７】
　また、図６及び図７に示すように、伝熱管群（３，４）を構成する横管３及び縦管４は
、間隔を空けて並列した伝熱管が側面で共通のバッフル板（板材）（１５ａ，１６ａ）に
接合されている形態としてもよい。バッフル板（１５ａ，１６ａ）は、炉心溶融物２０の
通過を阻止すると共に、伝熱面積を拡大するフィンとして機能する。このような形態は、
伝熱管の側面をバッフル板（１５ａ，１６ａ）に溶接、ろう付け等で接合させて作製する
ことができる。
【００４８】
　図６に示すように、横管３を間隔を空けて共通のバッフル板１５ａに接合させることに
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より、横管３のコストや本数や総重量を削減しつつ、炉心溶融物２０の落下の防止を図る
ことができる。また、図７に示すように、縦管４を間隔を空けて共通のバッフル板１６ａ
に接合させることにより、縦管４のコストや本数や総重量を削減しつつ、炉心溶融物２０
の接触や輻射を阻止することができる。
【００４９】
　また、図８及び図９に示すように、伝熱管群（３，４）を構成する横管３及び縦管４は
、間隔を空けて並列した伝熱管が側面でバッフル板（板材）（１５ｂ，１６ｂ）を介して
連結されている形態としてもよい。バッフル板（１５ｂ，１６ｂ）は、隣り合う伝熱管の
中心線に沿って、伝熱管の側面に接合される。バッフル板（１５ｂ，１６ｂ）は、炉心溶
融物２０の通過を阻止すると共に、伝熱面積を拡大するフィンとして機能する。このよう
な形態は、伝熱管とバッフル板（１５ｂ，１６ｂ）とを溶接、ろう付け等で接合させて作
製することができる。
【００５０】
　図８に示すように、横管３をバッフル板１５ｂを介して連結することにより、横管３の
コストや本数や総重量を削減しつつ、炉心溶融物２０の落下の防止を図ることができる。
また、図９に示すように、縦管４をバッフル板１６ｂを介して連結することにより、縦管
４のコストや本数や総重量を削減しつつ、炉心溶融物２０の接触や輻射を阻止することが
できる。このような形態によると、熱抵抗が低くなり、冷却性能が向上するため、伝熱管
同士の間隔を広く採ることもできる。
【００５１】
　図１０及び図１１に示すように、伝熱管群（３，４）を構成する横管３及び縦管４は、
間隔を空けて並列した伝熱管の列が互い違いに積層されている形態としてもよい。並列し
た横管３の列は、平面視でペデスタル６２の内側の空間を覆うように、互い違いにずれた
位置に積層される。また、並列した縦管４の列は、ペデスタル６２の中心からの投影がペ
デスタル６２の内壁面を覆うように、互い違いにずれた位置に積層される。
【００５２】
　図１０に示すように、横管３を互い違いに積層することにより、炉心溶融物２０との接
触面積を広くして冷却性能を高く保ちつつ、炉心溶融物２０の落下の防止を図ることがで
きる。図１２にも示すように、ペデスタル６２の内側の空間を横管３で広く覆うことがで
きる。また、図１１に示すように、縦管４を互い違いに積層することにより、冷却性能を
高く保ちつつ、炉心溶融物２０の接触や輻射を阻止することができる。なお、図において
、横管３及び縦管４は、２段に積層されているが、２以上の任意の段数で積層させてよい
。
【００５３】
　図１３は、循環配管の形態の他例を示すペデスタル周辺の縦断面図である。
　図１３に示すように、循環配管（７，８）のうち、横管３側に接続される往配管７は、
冷却水槽６と横管３との間を、横管３が敷設された高さよりも低い高さを経由して接続す
る形態とすることもできる。
【００５４】
　図１３において、往配管７は、横管３が敷設された高さよりも低い高さに、密度が低い
冷却水の通流を妨げるトラップ部７ａを有している。往配管７は、プラットフォーム５上
に配列した横管３よりも低い高さまで冷却水槽６から下方に延びている。そして、横管３
が敷設された高さよりも低い位置に設けられたトラップ部７を経由し、プラットフォーム
５の高さに戻ってから、下部ヘッダ１３に接続している。
【００５５】
　冷却材喪失事故等の過酷事故時、原子炉圧力容器１から炉心溶融物２０が落下すると、
炉心溶融物２０によって横管３の内部の冷却水が加熱され、局所的な密度の低下や蒸気が
生じる。横管３の内部の冷却水は、横管３と冷却水槽６の側との温度差により、往配管７
の側と縦管４や還配管８の側との両方に流れようとし、冷却水が一方向に流れる自然循環
は発生し難い。
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【００５６】
　しかし、往配管７にトラップ部７ａが設けられていると、加熱されて浮力を生じた横管
３の内部の冷却水は、トラップ部７ａを通過し難くなり、冷却水槽６の側の低温の冷却水
が往配管７を下降し易くなる。その結果、往配管７から、下部ヘッダ１３、横管３、縦管
４、上部ヘッダ１４を順に経た後、還配管８を上昇する自然循環の流れが、容易に形成さ
れるようになる。冷却水が一方向に継続的に循環するようになるため、炉心溶融物２０の
除熱の効率を向上させることができる。
【００５７】
　図１４は、伝熱管群の敷設状態の第１変形例を示すペデスタル周辺の縦断面図である。
図１４は、図３のII－II線の方向から視た状態を示している。
　図１４に示すように、伝熱管群（３，４）のうち、横管３は、縦管４の側に向かうにつ
れて、高さが高くなる方向に傾斜している状態に敷設することもできる。
【００５８】
　図１４において、横管３は、一端が接続している下部ヘッダ１３の側から、ペデスタル
６２の内壁面付近に敷設される縦管４の側に向かうに連れて、上方に傾斜している。下部
ヘッダ１３から水平方向の両側に向けて敷設された横管３は、側面視でＶ字状に配列して
いる。縦管４は、プラットフォーム５よりも高い位置で横管３の他端に接続しており、横
管３よりも上方のペデスタル６２の内壁面を覆っている。また、分岐ヘッダ１３ａ，１３
ｂ（図３参照）は、横管３と同様に上方に傾斜した状態に設けられる。
【００５９】
　図１４に示すように、横管３が傾斜していると、加熱されて浮力を生じた横管３の内部
の冷却水は、高い位置で接続している縦管４の側に流れ易くなる。その結果、横管３から
、縦管４、上部ヘッダ１４を順に経た後、還配管８を上昇し、往配管７を下降する自然循
環の流れが、容易に形成されるようになる。冷却水が一方向に継続的に循環するようにな
るため、炉心溶融物２０の除熱の効率を向上させることができる。
【００６０】
　図１５は、伝熱管群の敷設状態の第２変形例を示すペデスタル周辺の縦断面図である。
図１５は、図１４のIII－III線の方向から視た状態を示している。
　図１５に示すように、伝熱管群（３，４）のうち、横管３は、縦管４の側に向かうにつ
れて、高さが高くなる方向に傾斜している下部ヘッダ１３ａに接続して敷設することもで
きる。
 
【００６１】
　図１５において、下部ヘッダ１３ａは、平面視でペデスタル６２の内側の空間を横断し
、側面視でペデスタル６２の中心を頂点とするＶ字状の管路を形成している。往配管７は
、下部ヘッダ１３ａの頂点部に連通しており、冷却水が、両側に分岐している傾斜部に分
流されるようになっている。横管３は、ペデスタル６２の内壁面付近に敷設される縦管４
の側に向かうに連れて、上方に配列するように、下部ヘッダ１３ａの傾斜部に接続されて
いる。
【００６２】
　図１５に示すように、下部ヘッダ１３ａが傾斜していると、加熱されて浮力を生じた横
管３の内部の冷却水は、下部ヘッダ１３ａを通過し難くなり、冷却水槽６の側の低温の冷
却水が下部ヘッダ１３ａを通過し易くなる。その結果、横管３から、縦管４、上部ヘッダ
１４を順に経た後、還配管８を上昇し、往配管７を下降する自然循環の流れが、容易に形
成されるようになる。冷却水が一方向に継続的に循環するようになるため、炉心溶融物２
０の除熱の効率を向上させることができる。
【００６３】
　図１６は、原子炉格納容器を備えた原子力プラントの構成の第１変形例を示す縦断面図
である。
　図１６に示すように、循環配管（７，８）を構成する往配管７及び還配管８は、冷却水
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からの放熱を促進する放熱フィン（２１，２２）を備える形態とすることができる。また
、循環配管（７，８）を構成する往配管７及び還配管８は、冷却水槽６と伝熱管群（３，
４）との間を隔離する常閉型の隔離弁（５３，５４）を備える形態とすることができる。
【００６４】
　図１６において、冷却水槽６は、原子炉建屋４２の外部の解放空間に設置されており、
原子炉格納容器４１よりも上方に設けられている。冷却水槽６には、放熱フィン２１が取
り付けられた往配管７と、放熱フィン２２が取り付けられた還配管８が、原子炉建屋４２
の外部に引き出されて接続している。放熱フィン（２１，２２）は、原子炉建屋４２の外
部の解放空間において、往配管７及び還配管８の外周面に取り付けられている。
【００６５】
　図１６に示すように、循環配管（７，８）に放熱フィン（２１，２２）を取り付けると
、循環配管（７，８）を流れる冷却水を空冷により冷却することができる。そのため、伝
熱管群（３，４）に、より低温の冷却水が供給されるようになり、炉心溶融物２０の除熱
の効率が向上する効果が得られる。また、伝熱管群（３，４）と冷却水槽６との間で、冷
却水の密度差が大きくなるため、冷却水の自然循環を容易に発生させることができる。ま
た、冷却水槽６の側において、冷却水の温度が低温化するため、蒸気が凝縮し易くなると
共に、蒸発して失われる冷却水量が減少し、冷却水の補給量を削減できる。循環配管（７
，８）は、原子炉建屋４２の外部に引き出されているため、放熱効率が良好になると共に
、放水による強制冷却も可能である。なお、冷却材喪失事故等の過酷事故時、往配管７を
流れる冷却水の温度は、還配管８を流れる冷却水の温度よりも低くなるため、冷却水の密
度差が保たれて自然循環が維持される。
【００６６】
　図１６において、往配管７は、隔離弁５３を介して、原子炉格納容器４１の内部に接続
されている。同様に、還配管８は、隔離弁５４を介して、原子炉格納容器４１の内部に接
続されている。隔離弁（５３，５４）は、フェイルオープン形式の制御弁とされる。すな
わち、通常時には、閉弁状態であり、計装や電源の喪失時には、正動作により開弁状態と
なる。隔離弁（５３，５４）が開弁状態となることにより、冷却水の通流が可能になる。
【００６７】
　図１６に示すように、循環配管（７，８）に隔離弁（５３，５４）が備えられていると
、冷却材喪失事故等の過酷事故時、計装や電源が喪失したとしても、自動的に冷却水の循
環を確立して、伝熱管群（３，４）の除熱を行うことができる。
【００６８】
　図１７は、原子炉格納容器を備えた原子力プラントの構成の第２変形例を示す縦断面図
である。
　図１７に示すように、原子炉格納容器４１は、横管３が、格納容器床２上に配列してい
る形態とすることもできる。
【００６９】
　図１７において、往配管７は、冷却水槽６から格納容器床２の高さまで下方に延びてい
る。そして、往配管７は、格納容器床２の高さでペデスタル６２を貫通し、格納容器床２
上に設置された下部ヘッダ１３に接続している。横管３を構成する伝熱管は、それぞれの
一端が格納容器床２上に設置された下部ヘッダ１３に接続されている。横管３は、下部ヘ
ッダ１３から水平方向の両側に向けて敷設され、ペデスタル６２の内側の格納容器床２が
広く覆われるように所定の間隔で配列する。一方、縦管４は、横管３と上部ヘッダ１４と
を鉛直方向に連結し、ペデスタル６２の内壁面が覆われるように鉛直方向を向いて所定の
間隔で配列する。この形態において、プラットフォーム５は、設置されなくてもよいし、
縦管４が貫通可能な構造に設けられてもよい。
【００７０】
　図１７に示すように、横管３が格納容器床２上に配列した形態であると、炉心溶融物の
重量や落下荷重に耐える強度が容易に得られる。また、炉心溶融物等の重量や落下荷重で
横管３が破断する可能性が低くなるため、循環配管（７，８）を通じた放射性物質の漏洩
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の危険性を低くすることができる。
【００７１】
　図１８は、原子炉格納容器を備えた原子力プラントの構成の第３変形例を示す縦断面図
である。
　図１８に示すように、原子炉格納容器４１は、冷却水中の放射性物質を検知する放射線
センサ２４を備え、循環配管（７，８）を通じた放射性物質の漏洩が監視される形態とす
ることもできる。
【００７２】
　放射線センサ２４としては、例えば、ガンマ線、アルファ線、ベータ線等の放射線を計
測するセンサや、中性子線を計測するセンサを用いることができる。放射線センサ２４は
、図１８において、冷却水槽６に設置されているが、格納容器バウンダリの外側の循環配
管（７，８）、通気管１０等の一ヶ所以上に設置してもよい。
【００７３】
　隔離弁（５３，５４）は、冷却材喪失事故等の過酷事故時、例えば、計装や電源が喪失
した場合に、開弁状態とされる。そして、伝熱管群（３，４）の内部の冷却水が、炉心溶
融物によって加熱されて冷却水の自然循環が発生し、横管３上に堆積した燃料デブリや、
ペデスタル６２等が除熱される。しかし、炉心溶融物等の重量や落下荷重、燃料デブリの
崩壊熱等によって、伝熱管群（３，４）等が破損し、放射性物質が冷却水に混入する可能
性がある。
【００７４】
　図１８に示すように、放射線センサ２４を備え、開弁状態とされている隔離弁（５３，
５４）が、冷却水中に放射性物質の漏洩が検知されたとき、閉弁状態に制御されるように
原子炉を運転すると、循環配管（７，８）を通じた放射性物質の漏洩を、より確実に防止
することができる。例えば、放射線センサ２４による線量値が、予め設定した閾値を超え
た場合に、放射性物質の漏洩が検知されたと見做し、隔離弁（５３，５４）を作動させる
ことができる。
【００７５】
　図１９は、構造材を挟んで冷却水と燃料デブリとの間に形成される温度プロファイルを
説明する図である。
　図１９において、縦軸は、温度［Ｋ］を表す。Ｔｄは、燃料デブリの温度［Ｋ］、Ｔｗ
は、冷却水の主流の温度［Ｋ］である。Ｌは、構造材の厚さ［ｍ］であり、例えば、伝熱
管群（３，４）を構成する横管３や縦管４の管厚に相当する。Ｔｏは、外表面の温度［Ｋ
］、Ｔｉは、内表面の温度［Ｋ］である。Ｔｍは、構造材の融点［Ｋ］であり、例えば、
伝熱管群（３，４）を構成する横管３や縦管４の材料の融点に相当する。
【００７６】
　Ｑｎは、燃料デブリからの熱流束［Ｗ／ｍ２］を表す。燃料デブリが液体の場合は、自
然対流による熱伝達の熱流束、燃料デブリが固体の場合は、熱伝導の熱流束となる。Ｑｃ
は、構造材中の熱伝導の熱流束［Ｗ／ｍ２］、Ｑｂは、沸騰熱伝達の熱流束［Ｗ／ｍ２］
を表す。
【００７７】
　構造材に燃料デブリが接触すると、燃料デブリが液体の場合は、熱伝達で熱が伝わり、
燃料デブリが固体の場合は、熱伝導で熱が伝わる。そして、構造材の内部を熱伝導で熱が
伝わり、冷却水の主流に沸騰熱伝達で熱が伝わる。冷却水は、比熱や蒸発潜熱が大きいた
め、構造材の内表面では、通常、沸騰熱伝達が支配的である。その結果、冷却水の温度Ｔ
ｗに対して、構造材の内表面の温度Ｔｉが過熱度ΔＴ［Ｋ］だけ上昇する。過熱度ΔＴは
、次の数式（Ｉ）の関係を満たす。
　　Ｔｉ＝Ｔｗ＋ΔＴ　・・・（Ｉ）
【００７８】
　構造材の内表面で沸騰熱伝達が支配的な範囲では、熱伝達量が均衡した準定常状態で、
Ｑｎ、Ｑｃ及びＱｂが等しくなる。構造材の厚さＬは、構造材の熱伝導率をＲ［Ｗ／（ｍ
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・Ｋ）］としたとき、次の数式（II）の関係を満たす。
　　Ｌ＝Ｒ×（Ｔｍ－Ｔｉ）／Ｑｃ　・・・（II）
　また、構造材の内表面の温度Ｔｉは、構造材と冷却水との間の熱伝達係数をＡ［Ｗ／（
ｍ２・Ｋ）］としたとき、次の数式（III）の関係を満たす。
　　Ｑｂ＝Ａ×（Ｔｉ－Ｔｗ）　・・・（III）
【００７９】
　数式（III）は、熱流束Ｑｂが限界熱流束に達しない範囲、すなわち膜沸騰に移行せず
核沸騰が保たれる範囲であれば成立する。伝熱管群（３，４）に流される冷却水に関して
は、限界熱流束の相関式を、冷却水槽６と伝熱管群（３，４）に流される冷却水の流量の
評価に基づき、伝熱管群（３，４）の管径や傾斜角に応じて求めるものとする。限界熱流
束を数式（III）のＱｂに代入することにより、構造材の内表面の温度Ｔｉの最大値が求
められる。伝熱管群（３，４）が健全に保たれる最少の厚さＬは、数式（II）において熱
流束が限界熱流束に達する時の値である。
【００８０】
　数式（II）において、Ｑｃが一定の下で、構造材の厚さＬを厚くすると、構造材の外表
面の温度Ｔｏが上昇し、構造材の融点Ｔｍを超えるため、構造材が減肉する。これに対し
、数式（II）や数式（III）が示すように、熱伝導率Ｒが高いほど、また、熱流束Ｑｂが
小さいほど、外表面の温度Ｔｏが下がり、構造材の減肉は少なくなる。
【００８１】
　したがって、構造材の厚さＬ、すなわち、伝熱管群（３，４）を構成する横管３や縦管
４の管厚は、核沸騰が保たれる範囲で、外表面の温度Ｔｏが融点Ｔｍを超える厚さにする
ことが望ましい。このような厚さを確保すれば、燃料デブリの荷重を構造材で受け止め、
且つ最大の除熱量が得られ、燃料デブリの接触による溶融で伝熱管群（３，４）の管体が
破損する事象を回避できる。但し、伝熱管群（３，４）の総重量を軽くして、通常運転時
等の荷重負荷を軽減する観点からは、厚さＬが薄い方が好ましい。そのため、数式（II）
や数式（III）から計算される値を大きく超えないように最適化することが好ましい。
【００８２】
　以上、本発明の実施形態及び変形例について説明したが、本発明は、前記の形態に限定
されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲において種々の変更が可能である。
例えば、或る実施形態や変形例の構成の一部を他の実施形態や変形例の構成に置き換えた
り、或る実施形態や変形例の構成の一部を他の実施形態や変形例に追加したり、或る実施
形態や変形例の構成の一部を省略したりすることも可能である。
【００８３】
　例えば、伝熱管群の形態の第１変形例から第４変形例は、横管３及び縦管４のうち、一
方に適用してもよいし、両方に適用してもよい。或いは、バッフル板と、伝熱管の列の積
層構造とを組み合わせる等、第１変形例から第４変形例の形態を相互に組み合わせてもよ
い。また、隔離弁（５３，５４）及び放熱フィン（２１，２２）、のうち、一方を適用し
てもよいし、両方を適用してもよい。また、横管３を設置する高さを適宜の形態として、
他の構成と組み合わせることができる。
【００８４】
　また、冷却水槽６や、循環配管（７，８）は、適宜の位置に設置することができる。冷
却水槽６を原子炉格納容器内に設置して、給水管９や通気管１０を格納容器バウンダリの
外側に引き出す構造にすることもできる。伝熱管群（３，４）は、ペデスタル６２や、プ
ラットフォーム５や、格納容器床２との間に、構造の支持や遮蔽のための構造材が介装さ
れてもよい。
【符号の説明】
【００８５】
１　　原子炉圧力容器
２　　格納容器床
３　　横管（伝熱管群）
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４　　縦管（伝熱管群）
５　　プラットフォーム（床状の構造材）
６　　冷却水槽
７　　往配管（循環配管）
７ａ　トラップ部
８　　還配管（循環配管）
９　　給水管
１０　通気管
１１　逆止弁
１３　下部ヘッダ
１３ａ，１３ｂ　分岐ヘッダ
１４　上部ヘッダ
１５ａ，１５ｂ　バッフル板（板材）
１６ａ，１６ｂ　バッフル板（板材）
１７　支持具
２０　炉心溶融物
２１　放熱フィン
２２　放熱フィン
２４　放射線センサ
４１　原子炉格納容器
４２　原子炉建屋
４３　格納容器上蓋
４４　ドライウェル
４５　ウェットウェル
４７　シールドプラグ
４８　アクセス
４９　支持部
５０　炉心
５１　主蒸気管
５２　主蒸気隔離弁
５３　隔離弁
５４　隔離弁
５９　制御棒駆動機構
６２　ペデスタル
６５　ドライヤ・セパレータプール
６６　使用済燃料プール
６７　運転床
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【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】 【図１３】

【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】
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